
株主メモ（株式に関するお手続きについて）

TDCソフトウェアエンジニアリング株式会社
〒151-0053　東京都渋谷区代々木三丁目22番7号

新宿文化クイントビル
03-6730-8111（代表）　http://www.tdc.co.jp/

※製品名などの固有名詞は各社の登録商標です。

●証券会社等の口座に記録された株式
お手続き、ご照会等の内容お問合せ先

○郵送物等の発送と返戻に関するご照会
○支払期間経過後の配当金に関するご照会
○株式事務に関する一般的なお問合せ

株主名簿
管理人

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
〒137-8081
東京都江東区東砂七丁目10番11号
℡　0120-232-711（通話料無料）

○上記以外のお手続き、ご照会等口座を開設されている証券会社等にお問合せください。

●特別口座に記録された株式
お手続き、ご照会等の内容お問合せ先

○特別口座から一般口座への振替請求
○単元未満株式の買取（買増）請求
○住所・氏名等のご変更
○特別口座の残高照会
○配当金の受領方法の指定（＊）

特別口座の
口座管理
機関

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
〒137-8081
東京都江東区東砂七丁目10番11号
℡　0120-232-711（通話料無料）

【手続き書類のご請求方法】
○音声自動応答電話によるご請求
　0120-244-479（通話料無料）

○インターネットによるダウンロード
　http://www.tr.mufg.jp/daikou/

○郵送物等の発送と返戻に関するご照会
○支払期間経過後の配当金に関するご照会
○株式事務に関する一般的なお問合せ

株主名簿
管理人

（＊）特別口座に記録された株式をご所有の株主様は、配当金の受領方法として株式数比例配分方式
はお選び頂けません。

事業年度4月1日〜翌年３月31日

期末配当金受領株主確定日3月31日

中間配当金受領株主確定日9月30日

定時株主総会毎年6月

株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関三菱UFJ信託銀行株式会社

上場証券取引所東京証券取引所

公告の方法電子公告により行う
公告掲載URL　http://www.tdc.co.jp/
やむを得ない事由により、
電子公告によることができない場合は、
日本経済新聞に掲載いたします。

第60期 決算報告
2012年4月1日  ▶  2013年3月31日

Report

証券コード：4687
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TDCソフトは、豊富な業務ノウハウと最先端の技術で様々な分野の企業活動をサポート。
ICTプロフェッショナルとして経営革新・業務革新による収益力向上や、新規事業の可能性向上等、

お客様の企業価値を高めることを目指してサービスを提供しています。

代表取締役会長

橋本  文雄
代表取締役社長

谷上  俊二

　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚く
御礼申し上げます。
　ここに「TDCSOFT Report 第60期決算報告」を
お届けいたします。
　TDCソフトは、2013年4月よりスタートした３ヵ年の
中期経営計画のもと、「お客様から最も信頼される企業」
を目指し、成長してまいります。
　株主の皆様におかれましては、何卒一層のご理解
とご支援を賜りますようお願い申し上げます。

2013年6月

株主の皆様へ

企業理念

わが社は、

最新の情報技術を提供し
お客様の繁栄に寄与するとともに
社員の生きがいを大切にし
社会と共に発展することを目指します。

行動指針
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当社は、2010年４月から2013年3月までにおける中期経営計画
『For the NEXT STAGE』のもと、価値あるサービスを提供し、
お客様の繁栄への寄与に努めてまいりました。また、お客様のＩＴ
投資動向に機敏に対応し、受注の確保・拡大、製造工程の価格
競争力強化、新たな市場・事業の獲得を重点施策として取組んで
まいりました。
2012年４月1日から2013年3月31日までの業績は、大規模案件
の立ち上がりの遅れがありましたが、法人分野、公共・公益分野

が堅調に推移し、売上高は 17,066百万円（前期比 1.9%増）と
なりました。利益面では、プロジェクトマネジメントの強化に努め
不採算案件の発生を抑制し、収益性が向上しました。
なお、2013年6月実施の本社移転に伴い、販売費及び一般管理
費に原状回復工事費用を、また、特別損失に賃貸借契約の解約
損を計上いたしました。これらの結果、営業利益は 707百万円

（前期比 13.1％減）、経常利益は 750百万円（前期比 13.3％減）、
当期純利益は 338百万円（前期比 13.8％減）となりました。

【資産の部】
前期末と比較し、現金及び預金、売掛金、繰延税金資産など
の流動資産の増加及び自社利用目的のソフトウェア、本社移
転に伴う新社屋の差入保証金などの固定資産の増加があり、
資産の部は 954百万円増加し 9,537百万円（前期比 11.1
％増）となりました。

【負債の部】
前期末と比較し、買掛金、未払費用及び未払法人税等などの
増加があり、 負債の部は 674百万円増加し 3,228百万円

（前期比 26.4％増）となりました。

【純資産の部】
前期末と比較し、繰越利益剰余金の増加及び保有株式の時価
上昇によるその他有価証券評価差額金などの増加があり、純
資産の部は 280百万円増加し 6,309百万円（前期比 4.7％
増）となりました。

（単位：億円）売上高

2008年度 2009年度 2010年度 2008年度 2009年度 2010年度 2008年度 2009年度 2010年度

（単位：億円）経常利益 （単位：億円）当期純利益

158158 164164 172172 7.97.9

6.06.0
3.43.4 3.13.1

3.73.7

2011年度

167167 170170

2011年度

8.68.6
7.57.5 3.33.3

2011年度2012年度 2012年度 2012年度

3.93.9
8.78.7

業績ハイライト

流動資産
77

資産合計
95億円

固定資産
18

流動資産
71

資産合計
85億円

固定資産
14

2012年度2011年度

流動負債
31

固定負債
0.3

負債・純資産合計
95億円

2012年度

流動負債
24

固定負債
0.5

純資産
60

負債・純資産合計
85億円

2011年度

（単位：億円）

純資産
63
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⇒売上高は前期を1.8%下回り、

10,585百万円となりました

金融分野（保険・クレジット・銀行）

前期銀行関連大型案件の反動減があり前期並み

法人分野（通信・運輸・製造）

⇒売上高は前期を3.3%上回り、

4,554百万円となりました

通信関連向けのシステム開発案件が堅調に推移

公共・公益分野（官公庁・エネルギー）

⇒売上高は前期を24.7%上回り、

1,927百万円となりました

エネルギー関連向けのシステム開発案件が堅調に推移

システム基盤・
ネットワーク関連システム開発

インフラ構築やオープン化ニーズの取り込み

通信キャリアのネットワーク強化に関する
システム開発に対応

クラウド、モバイル、
ソリューションビジネス

クラウド、ソリューションサービスを活用した
システム開発を推進
10万ユーザー規模の大規模クラウドシステムを受注

法人分野

（26.7%）
4,554百万円

金融分野

（62.0%）
10,585百万円

1,927百万円

公共・公益分野

（11.3%）

業種分野別概況

17,066百万円

（2012年度）

業種分野別
売上高

（）内は売上高構成比
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情報通信技術で
社会とお客様の繁栄に寄与し、
お客様から最も信頼される
パートナー企業を目指す

『成長戦略モデル』における各ビジネスモデルにおいて
提案力を強化し、事業の拡大を図る

１．

２．

３．

お客様内で最も信頼される企業
ベストパートナー型ビジネスの追求

独自性あるサービスで市場をリードする企業
ベストソリューション型ビジネスの追求

営業利益50億円企業
（売上高500億円、営業利益率10％）

パートナー型ビジネス
顧客の経営課題に一緒に取り組み
パートナー型ビジネスの更なる拡大を図る

ソリューション型ビジネス
サービス提供型ビジネスを推進し
新たに中核事業とする

当社は、昨年2012年10月に創業50周年を迎えました。そして次の50周年に向け新たな1歩を踏み出し、永続的な成長の礎を築くための
計画として、2013年4月から2016年3月までの3か年における中期経営計画『For the NEXT STAGE』を策定いたしました。本計画の
もと、『お客様から最も信頼されるパートナー企業の実現』に向けて、より強力に事業を推進してまいります。

パートナー型
ビジネス

戦略顧客

ソリューション型
ビジネス

基本戦略

経営ビジョン
新中期経営計画  For the NEXT STAGE

7
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企業基盤強化戦略
事業戦略に基づき

企業基盤強化を推進

ビ
ジ
ネ
ス

パ
ー
ト
ナ
ー
型

①顧客密着度を高め、
　対応力を強化するため、
　顧客の深堀を推進

②事業推進力を強化するため、
　人員増強、育成を推進

ビジネス共通

事業間シナジー創出
パートナー型ビジネス、
ソリューション型ビジ
ネスやグループ会社が
相互に連携し事業拡
大を図る

グループビジネス戦略
グループ企業の特性
を活かし、グループ連
携ビジネス推進

ビ
ジ
ネ
ス

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
型

①新規顧客を開拓するため、
　市場や顧客ニーズに
　対応したサービスを提供 
②事業領域を広めるため、
　新たな事業の柱を構築

トピックス

重点戦略と数値目標

本社移転のご報告

ワークスタイル改革

当社は2013年6月、今後の事業拡大に備えた人員増加への対応及びフロア集約による部門
間のコミュニケーション活性化等、オフィス環境整備による経営効率の向上を図るため、
本社オフィスを新宿文化クイントビル（東京都渋谷区代々木）に移転いたしました。このたび
の移転を機に、社員一人ひとりが新しい企業基盤を活用し、ワークスタイルを変え、成長す
るとともに、気持ちを新たにして業務を遂行し、更なるサービスの向上を目指してまいります。 

■売上高（■ソリューションサービス事業）

積極的な営業活動の推進、
情報発信

当社製品に触れて頂ける
ハンズオンセミナールームの
設置

多目的プレゼンルームや100名
規模のセミナールームの設置

セキュリティを強化し、
プロジェクトルーム増設

セキュリティを強化した専用
サーバー室、専用ＬＡＮを設置

開発の状況に応じて
柔軟に対応できる
プロジェクトルームの設置

コミュニケーション活性化、
効率化の促進

情報共有の活性化を狙い、
社内情報基盤を全面刷新

ミーティングコーナーを増設

ペーパーレス化の推進

事業戦略 企業基盤戦略

重点戦略 数値目標

人事・人材戦略

ＢＰ戦略

アライアンス・
Ｍ＆Ａ戦略

営業利益

新住所

新電話番号
業務開始日

〒151-0053
東京都渋谷区代々木三丁目22番7号
新宿文化クイントビル
03-6730-8111（代表）
2013年6月11日（火曜日）

アイディア、ニーズ

連 携

新サービス

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

250億円

220億円

40億円
20億円

30億円
M&A等

180億円170億円

7億円
9億円

15億円

新中期経営計画  For the NEXT STAGE
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第6回クラウドランキング

特定業種業務向けSaaS部門
（日経コンピュータ2013年3月7日号）

＜ＴＤＣネクスト株式会社＞
代表者：代表取締役社長　中本 稔彦
本社：東京都品川区東大井二丁目13番8号 ケイヒン東大井ビル10階
URL：http://www.tdc-next.co.jp/

ＴＤＣネクスト株式会社の設立

グループ経営を推進し、グループ全体の企業価値の向上を
図るため、2013年4月にグループ会社「シンクアプローチ
株式会社」の社名を『ＴＤＣネクスト株式会社』に変更いた
しました。『ネクスト』には、『常に次に向かって努力する
会社』、『社員一人ひとりが日々先を目指し進化していく
会社』、そんな思いを込めています。

社内情報基盤の刷新

情報共有の活性化及びコストの圧縮を目指し、 社内情報基盤
の全面的なサーバー仮想化、統合を進めています。
そしてこのたび、この社内情報基盤構築事例がマイクロ
ソフト社のソフトウェア
を先進的に活用して
いる事例として、 日本
マイクロソフト社より
ニュースリリース及び
同社ホームページに
掲載されました。

クラウドソリューションの推進

「Trustpro」をはじめとするクラウドソリューション事業の
拡大に努めており、2013年2月及び3月に開催された日経
ＢＰ社主催の『Cloud Days Tokyo 2013』、『Cloud Days 
Osaka 2013』に出展いたしました。
また、「第6回クラウドランキング」（日経コンピュータ
2013年3月7日号）において、「HANDyTRUSt」 が
第1回から6回連続でベストサービス（特定業種業務向け
SaaS部門）に選出されました。

プライバシーマーク制度貢献事業者表彰

当社は、プライバシーマーク制度設立当初の2000年7月
にプライバシーマークを取得し、以来、この制度に準じ、
個人情報の保護に努めて
います。このたび、当社の
長きにわたる個人情報保護
の推進が評価され、 一般
財団法人日本情報経済社
会 推 進 協 会（JIPDEC）
より、プライバシーマーク
制度貢献事業者として表彰
されました。

トピックス
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会 社 名 TDCソフトウェアエンジニアリング株式会社
TDC SOFTWARE ENGINEERING Inc.

創 業 1962年（昭和37年）10月16日

上場市場 東京証券取引所 市場第一部（証券コード4687）

事業内容 • 保険、銀行、クレジット等の金融業、官公庁、法人向けの
業務システム開発、ネットワークシステム開発、
基盤ソフト開発などのSIソリューションサービス

• PaaS型クラウドソリューション「Trustpro」、
スマートフォン、携帯電話のカメラを活用したソリューション

「HANDyTRUSt」、SFDCを携帯電話で利用可能にする
ソリューション「MoobizSync 2.0」などのクラウド
ソリューションサービス

• ERP・BI・CRM製品を利用したパッケージソリューション
サービス

従業員数 1,240名

資 本 金 9億7,040万円

事業所 本社

関西事業所

東京都渋谷区代々木三丁目22番7号
新宿文化クイントビル
大阪市中央区伏見町四丁目2番14号
WAKITA藤村御堂筋ビル4F

子会社 TDCネクスト株式会社
東京都品川区東大井二丁目13番8号 ケイヒン東大井ビル10F
天津梯弟息軟件技術有限公司
中国天津新技術産業園区華苑産業区海泰西路18号北１-201

役 員 代 表 取 締 役 会 長 橋本　文雄 上席執行役員 倉田　清二
代 表 取 締 役 社 長 谷上　俊二 執 行 役 員 土橋　弘敏
取締役常務執行役員 岩田　　伸 執 行 役 員 小林　裕嘉
取締役常務執行役員 小田島吉伸 執 行 役 員 大垣　　剛
取 締 役 執 行 役 員 鈴木　一正 執 行 役 員 瓜生　　力
取 締 役 執 行 役 員 河合　靖雄 執 行 役 員 上條　英樹
取 締 役 執 行 役 員 北川　和義 常 勤 監 査 役 諏訪　勝之

常 勤 監 査 役 野崎　　聡
監 査 役 秋山　一郎

株　主　名 持株数（株） 持株比率（％）
有限会社野崎事務所 766,000 12.6
TDC社員持株会 472,500 7.7
藤井　吉文 271,600 4.5
野崎　聡 251,300 4.1
株式会社インフォメーション・ディベロプメント 250,000 4.1
株式会社みずほ銀行 192,000 3.1
野崎　哲 142,300 2.3
アジア航測株式会社 100,000 1.6
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 95,800 1.6
資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口） 85,300 1.4

大株主

株式の状況
発行可能株式総数 25,000,000株
発行済株式の総数 6,278,400株
株主数 3,132名

所有者別分布状況

（注）�当社は、自己株式175,289株を保有しております。� �
また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。

株式情報（2013年3月31日現在）

会社概要（2013年7月現在）

その他の法人
1,215,240株
19.4％

個人・その他
3,897,819株
62.1％

外国法人等
51,000株
0.8％

自己名義株式
175,289株
2.8％

金融商品取引業者
51,952株
0.8％

金融機関
887,100株
14.1％
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株主メモ（株式に関するお手続きについて）

TDCソフトウェアエンジニアリング株式会社
〒151-0053　東京都渋谷区代々木三丁目22番7号

新宿文化クイントビル
03-6730-8111（代表）　http://www.tdc.co.jp/

※製品名などの固有名詞は各社の登録商標です。

●証券会社等の口座に記録された株式
お手続き、ご照会等の内容 お問合せ先

○郵送物等の発送と返戻に関するご照会
○支払期間経過後の配当金に関するご照会
○株式事務に関する一般的なお問合せ

株 主 名 簿
管 理 人

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
〒137-8081
東京都江東区東砂七丁目10番11号
℡　0120-232-711（通話料無料）

○上記以外のお手続き、ご照会等 口座を開設されている証券会社等にお問合せください。

●特別口座に記録された株式
お手続き、ご照会等の内容 お問合せ先

○特別口座から一般口座への振替請求
○単元未満株式の買取（買増）請求
○住所・氏名等のご変更
○特別口座の残高照会
○配当金の受領方法の指定（＊）

特別口座の
口 座 管 理
機 関

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
〒137-8081
東京都江東区東砂七丁目10番11号
℡　0120-232-711（通話料無料）

【手続き書類のご請求方法】
○音声自動応答電話によるご請求
　0120-244-479（通話料無料）

○インターネットによるダウンロード
　http://www.tr.mufg.jp/daikou/

○郵送物等の発送と返戻に関するご照会
○支払期間経過後の配当金に関するご照会
○株式事務に関する一般的なお問合せ

株 主 名 簿
管 理 人

（＊）特別口座に記録された株式をご所有の株主様は、配当金の受領方法として株式数比例配分方式
はお選び頂けません。

事 業 年 度 4月1日〜翌年３月31日

期末配当金受領株主確定日 3月31日

中間配当金受領株主確定日 9月30日

定 時 株 主 総 会 毎年6月

株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所

公 告 の 方 法 電子公告により行う
公告掲載URL　http://www.tdc.co.jp/
やむを得ない事由により、
電子公告によることができない場合は、
日本経済新聞に掲載いたします。

第60期 決算報告
2012年4月1日 ▶ 2013年3月31日

Report

証券コード：4687
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